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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第47期

第３四半期
連結累計期間

第48期
第３四半期
連結累計期間

第47期

会計期間
自 2022年７月１日
至 2023年３月31日

自 2023年７月１日
至 2024年３月31日

自 2022年７月１日
至 2023年６月30日

売上高 (千円) 8,964,621 13,152,812 11,774,484

経常利益 (千円) 883,867 1,686,011 1,178,981

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 151,623 1,116,453 355,704

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 48,307 1,121,598 122,833

純資産額 (千円) 8,352,570 9,068,587 8,427,234

総資産額 (千円) 11,344,885 13,127,537 11,194,386

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 3.64 27.59 8.61

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 3.62 27.52 8.57

自己資本比率 (％) 73.5 69.0 75.1
 

 

回次
第47期

第３四半期
連結会計期間

第48期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2023年１月１日
至 2023年３月31日

自 2024年１月１日
至 2024年３月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 3.33 5.48
 

(注) 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した

「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1) 財政状態及び経営成績の状況

　①経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、社会経済活動及び生活行動の本格的な活性化がみられ、緩や

かな景気回復基調が期待されるものの、金融面・地政学面・供給面等の世界的な変動影響が懸念される等、先行き

不透明な状況が継続しております。

当社グループを取り巻く事業環境については、主力事業であるイベント領域において、リアルイベントを中心に

回帰の動きが本格化し、主力業種での活性化や大型イベントの実施も寄与し、大幅な伸びを示しました。オンライ

ン領域においては、デジタル広告市場の成長鈍化等を背景とした影響は受けているものの、リアルとオンラインの

ハイブリッド型イベントの増加により堅調な推移となりました。

 
当社グループの事業は単一セグメントでありますが、当社グループの業務を「リアルイベント」「オンラインイ

ベント」「オンラインプロモーション」及び「その他」と分類しております。

当第３四半期連結累計期間におけるカテゴリーごとの売上高は次のとおりであります。

 
    a.リアルイベント

　　　リアルイベント回帰への動きが本格化し、街頭プロモーションやインナーイベント、展示会等の大型案件の受

注が増加したほか、IPコンテンツ等のイベントが寄与し、売上高は87億81百万円（前年同期比84.3％増）となり

ました。

    b.オンラインイベント

     リアルとオンラインのハイブリッド型イベントの増加等により、売上高は16億63百万円（前年同期比39.6％

増）となりました。

    c.オンラインプロモーション

　　　SNS・動画活用プロモーション、デジタル広告等の各種オンラインプロモーション施策の引き合いは継続して

いるものの、案件単価の減少により、売上高は24億83百万円（前年同期比9.6％減）となりました。

    d.その他

　　　官公庁・団体からの案件受注により、売上高は２億23百万円（前年同期比14.3％減）となりました。

 
以上の結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は131億52百万円（前年同期比46.7％増）、営業利益は16億53百

万円（同93.3％増）、経常利益は16億86百万円（同90.8％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は11億16百万

円（同636.3％増）となりました。
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　②財政状態の状況

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ19億33百万円増加し、131億27百万円となり

ました。

流動資産は、前連結会計年度末に比べ18億68百万円増加の114億17百万円となりました。これは主に、未収入金

が３億42百万円、未成業務支出金が１億55百万円、電子記録債権が81百万円減少しましたが、現金及び預金が14億

60百万円、受取手形、売掛金及び契約資産が９億72百万円増加したこと等によるものであります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べ64百万円増加の17億10百万円となりました。

固定資産のうち有形固定資産は、前連結会計年度末に比べ21百万円減少の１億43百万円となりました。これは主

に、減価償却等によるものであります。

無形固定資産は、前連結会計年度末に比べ21百万円増加の48百万円となりました。これは主に、のれんが17百万

円増加したこと等によるものであります。

投資その他の資産は、前連結会計年度末に比べ64百万円増加の15億18百万円となりました。これは主に、繰延税

金資産が36百万円、投資有価証券が29百万円増加したこと等によるものであります。

流動負債は、前連結会計年度末に比べ12億66百万円増加の36億32百万円となりました。これは主に、買掛金が８

億28百万円、未払法人税等が３億83百万円増加したこと等によるものであります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べ24百万円増加の４億26百万円となりました。これは主に、その他が13百万

円増加したこと等によるものであります。

純資産は、前連結会計年度末に比べ６億41百万円増加の90億68百万円となりました。これは主に、利益剰余金が

５億42百万円、自己株式の処分により80百万円増加したこと等によるものであります。

 

(2) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 

(3) 研究開発活動

該当事項はありません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当社の連結子会社である株式会社ティー・ツー・クリエイティブは、運転資金の効率的な調達を行うため、取引

銀行４行(株式会社三菱ＵＦＪ銀行、株式会社みずほ銀行、株式会社三井住友銀行、株式会社りそな銀行)と総額４

億円の当座貸越契約を締結しております。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 120,000,000

計 120,000,000
 

 
② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2024年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2024年５月15日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 48,969,096 48,969,096
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数は100株であります。

計 48,969,096 48,969,096 ― ―
 

(注) 「提出日現在発行数」欄には、2024年５月１日からこの四半期報告書提出日までのストックオプション(新株予

約権)の権利行使により発行されたものは含まれておりません。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2024年１月１日～
2024年３月31日

― 48,969,096 ― 948,994 ― 1,027,376
 

 
(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は、第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2024年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 8,349,700

 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 40,584,400
 

405,844 ―

単元未満株式 普通株式 34,996
 

― ―

発行済株式総数 48,969,096 ― ―

総株主の議決権 ― 405,844 ―
 

(注) １．単元未満株式には、証券保管振替機構名義の株式が40株及び当社所有の自己株式52株が含まれております。

２．当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2023年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

② 【自己株式等】

  2024年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社テー・オー・ダブリュー

東京都港区虎ノ門四丁目
３番13号　ヒューリック
神谷町ビル

8,349,700 ― 8,349,700 17.05

計 ― 8,349,700 ― 8,349,700 17.05
 

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府令第

64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2024年１月１日から2024年

３月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2023年７月１日から2024年３月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いては、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2023年６月30日)

当第３四半期連結会計期間
(2024年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 5,781,523 7,242,476

  電子記録債権 169,462 87,538

  受取手形、売掛金及び契約資産 2,289,845 3,262,513

  未成業務支出金 233,944 78,054

  未収入金 ※1  868,090 ※1  526,054

  前払費用 143,459 195,945

  その他 62,446 24,657

  流動資産合計 9,548,770 11,417,240

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 170,108 170,108

    減価償却累計額 △66,850 △74,625

    建物（純額） 103,257 95,483

   工具、器具及び備品 252,455 222,225

    減価償却累計額 △191,348 △174,693

    工具、器具及び備品（純額） 61,106 47,532

   リース資産 3,826 3,826

    減価償却累計額 △3,763 △3,826

    リース資産（純額） 63 －

   有形固定資産合計 164,428 143,015

  無形固定資産 26,937 48,749

  投資その他の資産   

   投資有価証券 1,191,888 1,221,811

   保険積立金 19,655 19,655

   繰延税金資産 33,292 70,247

   敷金及び保証金 196,938 194,965

   その他 12,474 11,851

   投資その他の資産合計 1,454,249 1,518,531

  固定資産合計 1,645,615 1,710,296

 資産合計 11,194,386 13,127,537
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2023年６月30日)

当第３四半期連結会計期間
(2024年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  電子記録債務 4,543 1,523

  買掛金 986,011 1,814,519

  短期借入金 840,000 840,000

  未払法人税等 66,485 449,869

  賞与引当金 46,288 102,773

  役員賞与引当金 － 18,786

  その他 421,911 404,633

  流動負債合計 2,365,241 3,632,106

 固定負債   

  退職給付に係る負債 283,220 284,887

  役員退職慰労引当金 29,590 33,725

  繰延税金負債 80,331 85,670

  その他 8,768 22,560

  固定負債合計 401,911 426,842

 負債合計 2,767,152 4,058,949

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 948,994 948,994

  資本剰余金 1,228,732 1,247,422

  利益剰余金 7,601,149 8,143,307

  自己株式 △1,957,226 △1,876,526

  株主資本合計 7,821,650 8,463,197

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 589,778 594,922

  その他の包括利益累計額合計 589,778 594,922

 新株予約権 15,805 10,467

 純資産合計 8,427,234 9,068,587

負債純資産合計 11,194,386 13,127,537
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2022年７月１日
　至 2023年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2023年７月１日
　至 2024年３月31日)

売上高 ※1  8,964,621 ※1  13,152,812

売上原価 7,526,938 10,843,562

売上総利益 1,437,682 2,309,250

販売費及び一般管理費 582,070 655,333

営業利益 855,611 1,653,917

営業外収益   

 受取利息 0 0

 受取配当金 29,339 35,471

 雑収入 1,185 3,790

 営業外収益合計 30,524 39,263

営業外費用   

 支払利息 1,869 2,001

 売上債権売却損 50 －

 譲渡制限付株式関連費用 － 5,062

 雑損失 349 104

 営業外費用合計 2,269 7,168

経常利益 883,867 1,686,011

特別利益   

 固定資産売却益 7,566 429

 保険解約返戻金 24,825 －

 特別利益合計 32,391 429

特別損失   

 固定資産除却損 3,405 －

 保険解約損 272 －

 特別功労金 ※2  647,200 －

 役員退職慰労金 6,700 －

 特別損失合計 657,578 －

税金等調整前四半期純利益 258,680 1,686,441

法人税、住民税及び事業税 114,528 575,523

法人税等調整額 △7,470 △5,536

法人税等合計 107,057 569,987

四半期純利益 151,623 1,116,453

親会社株主に帰属する四半期純利益 151,623 1,116,453
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2022年７月１日
　至 2023年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2023年７月１日
　至 2024年３月31日)

四半期純利益 151,623 1,116,453

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △103,315 5,144

 その他の包括利益合計 △103,315 5,144

四半期包括利益 48,307 1,121,598

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 48,307 1,121,598

 非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１　ファクタリング方式により譲渡した売上債権の未収額

 
前連結会計年度

 (2023年６月30日)
当第３四半期連結会計期間

 (2024年３月31日)

未収入金 729,355千円 522,108千円
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

※１　当社グループが手掛ける業務は、企業の新商品やサービスのプロモーションを目的としたものが多く、中でも年

末商戦や夏のボーナス商戦に向けてのプロモーションなどは、10月から12月、４月から６月に実施されることが多

く、当社グループの売上が第２四半期（10月～12月）と第４四半期（４月～６月）に集中する傾向があります。 

 
※２　特別功労金

　　前第３四半期連結累計期間（自 2022年７月１日 至 2023年３月31日）

　　　2022年９月22日開催の当社第46期定時株主総会において、同株主総会終結の時をもって退任した取締役２名に対

し、在任中の功労に報いるため、功労金及び特別功労金を贈呈することが承認可決され、功労金295,300千円及び特

別功労金351,900千円を特別損失として計上しております。

 
　当第３四半期連結累計期間（自　2023年７月１日　至　2024年３月31日）

　　　該当事項はありません。

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次の

とおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 2022年７月１日
至 2023年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2023年７月１日
至 2024年３月31日)

減価償却費 36,708千円 32,255千円

のれんの償却額 ―千円 3,081千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 2022年７月１日 至 2023年３月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年９月22日
定時株主総会

普通株式 318,306 7.00 2022年６月30日 2022年９月26日 利益剰余金

2023年２月８日
取締役会

普通株式 289,960 7.20 2022年12月31日 2023年３月６日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

　　当社は、2022年９月15日開催の取締役会決議に基づき、自己株式5,500,000株の取得を行いました。また、2022

年10月14日開催の取締役会決議に基づき、譲渡制限付株式報酬として自己株式220,000株の処分を行いました。

　　この結果、ストックオプションの行使による自己株式の処分を含め、当第３四半期連結累計期間において、自

己株式が16億26百万円増加し、当第３四半期連結会計期間末において自己株式が19億57百万円となっておりま

す。

 
当第３四半期連結累計期間(自 2023年７月１日 至 2024年３月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年９月22日
定時株主総会

普通株式 289,960 7.20 2023年６月30日 2023年９月25日 利益剰余金

2024年２月８日
取締役会

普通株式 284,335 7.00 2023年12月31日 2024年３月６日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

　　該当事項はありません。

 
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループはイベント・プロモーション企業として同一セグメントに属するイベント・プロモーションの

「分析・調査」・「戦略立案・コンセプト策定」・「企画提案」・「実施制作」・「効果検証」並びにそれに付

帯する業務を行っており、当該事業以外に事業の種類がないため、記載を省略しております。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前第３四半期連結累計期間（自 2022年７月１日 至 2023年３月31日）

（単位：千円）

 イベント・プロモーション事業

一時点で移転される財又はサービス 5,780,118
一定の期間にわたり移転される財又はサービス 3,184,502

顧客との契約から生じる収益 8,964,621

その他の収益 ―

外部顧客への売上高 8,964,621
 

 
当第３四半期連結累計期間（自 2023年７月１日 至 2024年３月31日）

（単位：千円）

 イベント・プロモーション事業

一時点で移転される財又はサービス 8,684,914
一定の期間にわたり移転される財又はサービス 4,467,898

顧客との契約から生じる収益 13,152,812

その他の収益 ―

外部顧客への売上高 13,152,812
 

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、

次のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 2022年７月１日
至 2023年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2023年７月１日
至 2024年３月31日)

(1) １株当たり四半期純利益 ３円64銭 27円59銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 151,623 1,116,453

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(千円)

151,623 1,116,453

    普通株式の期中平均株式数(株) 41,688,183 40,461,453

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ３円62銭 27円52銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(千円) ― ―

   普通株式増加数(株) 166,958 107,917

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結
会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

EDINET提出書類

株式会社テー・オー・ダブリュー(E05100)

四半期報告書

14/18



 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 
２ 【その他】

第48期（2023年７月１日から2024年６月30日まで）中間配当については、2024年２月８日開催の取締役会におい

て、2023年12月31日の最終の株主名簿に記載または記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議

し、配当を行いました。

　　　①中間配当の総額                                284,335千円

　　　②１株当たりの金額　　　　　　　　　 　　　　　　  　　７円

　　　③支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　　2024年３月６日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2024年５月15日

株式会社テー・オー・ダブリュー

取締役会  御中

 

太陽有限責任監査法人
 

東京事務所

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　石　　上　　卓　　哉　　㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　忠　　津　　正　　明　　㊞

 

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社テー・

オー・ダブリューの2023年７月１日から2024年６月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2024年１月１

日から2024年３月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2023年７月１日から2024年３月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社テー・オー・ダブリュー及び連結子会社の2024年３月31

日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる

事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

　

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は　

ない。

以  上

 

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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